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所在と本研究の目的を述べる．第 2 節では，本研究に関わる先行研究の検討を行い，第 3






第 1節 問題の所在と研究の目的 
 

























































































































































































































































































第 3節 本研究の課題・方法・意義 
本節では，本研究の課題・方法・意義について記述していく． 
 
第 1項 本研究の課題 
先行研究の検討結果から，本研究では以下の 3点を本研究の課題とする． 
 























課題③＝第 3章（研究 3） 



























（第 1章＝研究 1） 
変容期 
（第 2章＝研究 2） 
成立期 



























て開催した 1965（昭和 40）年までの時期を成立期に設定する． 
本研究が高校総体の成立までの時期を研究対象とする理由は，以下の通りである． 
戦後 1948（昭和 23）年から 1965（昭和 40）年までの高校の全国大会は，各競技種目で
別々に開催されていきたが，1960 年代初め，全国高体連が別々で開催されて来た各競技種
目の全国大会を同じ期日，同じ地域で 1 つの総合大会としての高校総体を開催しようとし
















































































当  時  の  社  会  状  況 
当 時 の ス ポ ー ツ 界 の 状 況 
 第 I期 （1948－1952） 
 創設期 （第 1章） 
全国高体連組織化と 
競技会主催権の確立 
 第 II期 （1953－1961） 
  変容期 （第 2章） 
全国高体連主体性確立 
への動きと性質の変容 
 第 III期 （1962－1965） 












































都道府県 刊行物発行状況 都道府県 刊行物発行状況 
北海道 1952年から機関誌発行 滋賀県 1961年に 15年史を発行 
青森県 1958年から機関誌発行 京都府 1961年から機関誌発行 
岩手県 1959年に 10年史を発行 大阪府 1977年に 30年史を発行 
宮城県 1951年から機関誌発行 兵庫県 1978年に 30年史を発行 
秋田県 1950年から機関誌発行 奈良県 1958年から機関誌発行 
山形県 1957年から機関誌発行 和歌山県 1954年から機関誌発行 
福島県 1952年から機関誌発行 鳥取県 1960年から機関誌発行 
茨城県 1958年に 10年史を発行 島根県 1963年から機関誌発行 
栃木県 1976年から機関誌発行 岡山県 1952年から機関誌発行 
群馬県 1951年から機関誌発行 広島県 1969年から機関誌発行 
埼玉県 1957年から機関誌発行 山口県 1952年から機関誌発行 
千葉県 1956年から機関誌発行 徳島県 1958年に 10年史を発行 
東京都 1958年に 10年史を発行 香川県 無し 
神奈川県 1955年から機関誌発行 愛媛県 1953年から機関誌発行 
山梨県 1957年から機関誌発行 高知県 1981年に 30年史を発行 
新潟県 1955年から機関誌発行 福岡県 1976年から機関誌発行 
富山県 1978年に 30年史を発行 佐賀県 1977年から機関誌発行 
石川県 1964年から機関誌発行 長崎県 1984年から機関誌発行 
福井県 1964年から機関誌発行 熊本県 1997年に 50年史を発行 
長野県 1972年から機関誌発行 大分県 1997年に 50年史を発行 
岐阜県 1957年から機関誌発行 宮崎県 1969年に 20年史を発行 
静岡県 1952年から機関誌発行 鹿児島県 1987年に 20年史を発行 
愛知県 1992年から機関誌発行 沖縄県 1968年から機関誌発行 



































された『東京高体連 10 周年記念誌』，1960（昭和 35）年に発行された『東京都高体連国


































年から，機関誌『葦音』を毎年 2冊発行していた．筆者は 1951（昭和 26）年の創刊号から














体操部 1990年に 40年史発行 
水泳部 無し 
バスケットボール部 無し 
バレーボール部 1998年に 50年史発行 
卓球部 1983年に 50年史発行 
ソフトテニス部 1979年に 30年史発行 
ハンドボール部 1959年に 10年史発行 
サッカー部 1978年から機関誌発行 
ラグビー部 1977年に 25年史発行 
バドミントン部 1979年に 30年史発行 
ソフトボール部 無し 
相撲部 1957年から記録集発行 




剣道部 1983年に 30年史発行 
レスリング部 無し 
弓道部 1970年に 20年史発行 




ホッケー部 2008年に 50年史発行 
ウエイトリフティング部 1978年に 20年史発行 
ヨット部 無し 
フェンシング部 1979年部報創刊 






























































































































































































第 5節 本研究の構成 
 各章の目的と構成について，以下のとおりに示す． 





























































た，第 3章で詳細に検討するが，1963（昭和 38）年と 1964（昭和 39）に全国高体連
が高校総体を開催しようとして，日体協と交渉した結果，「総合」の文字が外され，
大会は「全国高等学校体育大会」の名称で開催された．本研究では，1963（昭和 38）



























注 8）本研究における戦後は，第二次世界大戦が終結する 1945（昭和 20）年 8 月 15 日以
降のことを指す． 
 
注 9）「学徒の対外試合について」の文部省通達は，1954（昭和 29），1957（昭和 32），





































朝日新聞（1937）7月 17付 東京朝刊． 
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日 2019年 7月 1日）． 
全国高等学校体育連盟（2017）平成 29年度（公財）全国高等学校体育連盟 加盟・登録状
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第 1項 社会背景と対外競技基準の通達 
 戦後の日本では，民主化改革が行われる中，民主主義を基調とする学校教育の改革も行










（昭和 21）年 6 月の「学校校友会運動部の組織運営に関する件」では，「課外体育として
の校友会運動部の適正な組織運営は民主主義の体育振興の原動力であって，今後の学校体
育振興上極めて重要な意義をもつものである」（文部省，1949a，p．104）として，校友










































































第 2項 都道府県高等学校体育連盟の設立 
全国高体連の設立に先立ち，一部の都道府県では，既に都道府県レベルの高体連，ある
いはその前身となる組織が設立されていた．表 1－1に示すように，ほとんどの都道府県の
高体連は，学制改革（注 3）にともない，新制高等学校が発足する 1948（昭和 23）年に設立
していた． 
例えば，筆者が資料を収集した 5 県の中で，埼玉県では，戦後 1947（昭和 22）年 4 月




連は，県の教職員組合の協力の下，1 年の準備期間を経て，1948（昭和 23）年 1 月 21 日
に設立された（藤田，1952；山本，1963）．そして，群馬県では，1948（昭和 23）年 2
























収集した 5 県の高体連機関誌の分析から，都道府県高体連の設立には以下の 3 つの共通
点が見られる． 























表 1－2 各都道府県高等学校体育連盟初代会長の勤務先と役職 




静岡県高体連 間処 武夫 
静岡県立静岡第一高等学校校長 
（旧制静岡県静岡中学校）（注 5） 
群馬県高体連 中村 武雄 
群馬県立前橋高等学校校長 
（旧制群馬県中学校）（注 6） 
神奈川県高体連 保坂周助 神奈川県保健体育課長 
































第 3項 全国高等学校体育連盟の設立 
 都道府県高体連が設立する中，全国的に高校の体育・スポーツの統轄組織を結成しよう









  二，高等学校生徒の諸体育大会の開催． 
  三，高等学校体育に関する調査研究． 
四，体育諸団体との連絡． 
  五，体育用具の配給斡旋． 





















































表 1－3 全国高等学校長協会会長と全国高等学校体育連盟会長と東京都高等学校体育連盟 
会長対照表       （括弧内勤務先高校名） 
昭和 西暦 全国高校長協会会長 全国高体連会長 東京都高体連会長 
23 1948 菊地竜道（日比谷） 細川潤一郎（麻布） 細川潤一郎（麻布） 
24 1949 〃 〃 〃 
25 1950 〃 星一雄（九段） 星一雄（九段） 
26 1951 〃 〃 〃 
27 1952 〃 〃 〃 
28 1953 〃 〃 〃 
29 1954 〃 〃 〃 
30 1955 星一雄（九段） 〃 〃 
31 1956 小松直之（白鷗） 小松直之（白鷗） 小松直之（白鷗） 
32 1957 〃 〃 〃 
33 1958 両角英運（白鷗） 両角英運（白鷗） 両角英運（白鷗） 
34 1959 〃 〃 〃 
35 1960 〃 〃 〃 
36 1961 岩下富蔵（日比谷） 〃 〃 
37 1962 〃 岩下富蔵（日比谷） 岩下富蔵（日比谷） 
38 1963 石田荘吉（都立三商） 〃 〃 
39 1964 〃 尾崎剛毅（駒場） 尾崎剛毅（駒場） 

























表 1－4 1951年度静岡県高等学校体育連盟収支予算書 
収入の部 支出の部 
繰越金 50,000円（5％） 事務費 150,000円（16％） 
（俸給手当 66,000円，需要 40,000円， 
旅費 40,000円，謝礼 4,000円） 
分担金 860,000円（93％） 
（全日制生徒一人 25円） 
利子 5,000円（0.5％） 会議費 15,000円（2％） 
雑収入 15,000円（1.5％） 事業費 502,500円（54％） 
（大会開催費（県下，地区）297,500円（32％）， 
派遣補助費（全国，東海）160,000円（17％）， 









合計 930,000円 合計 930,000円 
（『高校の体育』第 1号（静岡県高等学校体育連盟，1952b，p．39）より作成） 
 
表 1－4 に示すように，収入の部では，運動部員から一人 25 円（現在の 174 円に相当）
を徴収し，86 万円（現在の 600 万 2083 円に相当）の分担金が徴収されると予定されてい
た．生徒から徴収した分担金が総収入の 9 割以上を占めていた．支出の部では，大会開催















在の 8 万 2377 円に相当）で，1951（昭和 26）年度では 1 万 5000 円（現在の 10 万 4687
円に相当）に増え，1952（昭和 27）年度では 2万円（現在の 13万 3112円に相当）へと増
額し，1959（昭和 34）年では 3万円（現在の 17万 1306円に相当），そして 1961（昭和
36）年には 4万円（現在の 20万 8290円に相当）を徴収することが確認できた．全国高体
連は 1950（昭和 25）年の時に 11の競技専門部を設置し，1962（昭和 37）年では 28の競































中等学校の陸上競技大会を主催していた．1923（大正 12）年から毎年 1 回の開催となり，
1927（昭和 2）年まで計 13回開催していた． 
 関西では，官立神戸高等商業学校（以下「神戸高商」と略す）が，1918（大正 7）年か


















技連合が主催した 13回から通算して，1940（昭和 15）年で計 26回開催されていた． 
 1941（昭和 16）年には，政府の命令により，日本国内の全国的競技会が中止され，その






た．1945（昭和 20）年 11月 6日，平沼亮三が東京銀座の交詢社に在京陸上人 55人を招待
し，再建懇談会を開いたことを口火に，再建準備会が数回にわたって開かれ，再建具体案




戦後再建した学連の初代秘書である高橋豊によれば，1947（昭和 22）年 1月 4日，5日の
両日で，関東学生陸上競技連盟は東京箱根間往復駅伝を復活し，関西学生連盟と連絡を取
り，学連の再建をうながした．その後，在京の元学連の幹事と OB 役員の協力によって，
1947（昭和 22）年 5月 18日，19日の両日で東京上野の富士ホテルにおいて学連の再結成














































回 年代 主催者 
1～13 1919（大正 8）～1927（昭和 2） 
全国学生陸上競技連合 
（現関東学生陸上競技連盟） 
14～26 1928（昭和 3）～1940（昭和 15） 日本学生陸上競技連合 
27 1941（昭和 16） 中止 
28 1942（昭和 17） 大日本学徒体育振興会，文部省 






第 2項 第 1回全国高等学校陸上競技対校選手権大会の開催 
全国高体連は設立後すぐに，最初の仕事である第 1回全国高校陸上大会の開催を迎えた．
第 1 回全国高校陸上大会は，戦前から学連によって主催されていたインターミドルを受け










験はない．また，先述のように，全国高体連が設立されたのは 1948（昭和 23）年 7 月 13















そして，1948（昭和 23）年 7 月 23 日からの 3 日間，名古屋市瑞穂競技場に 2000 人を
超える参加者が集まっ盛況であった．自由参加のため，愛知県とその近隣県の参加者が多
















第 3項 全国高等学校体育連盟陸上競技専門部の設置 
1949（昭和 24）年 7 月 30 日に，第 2 回全国高校陸上大会は大阪府の中百舌鳥競技場で





















4．昭和 24 年 12 月から翌年 3 月までの事務費として一都道府県金 500 円の負担金
【第 1章】 
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表 1－6 1953年度全国高等学校体育連盟陸上競技部決算表 
収入 支出 
繰越金 29,083円 本部旅費 12,290円 
本部交付金 50,000円 常任委員会費 19,580円 
  全体委員会費 4,020円 
  駅伝大会費 5,000円 
  十傑賞費 8,000円 
  二十傑印刷代 3,000円 
  郵便料 7,729円 
  雑費 3,280円 
合計 79,083円 合計 62,879円 
（『高校陸上年鑑第 2号』（全国高等学校体育連盟陸上競技部，1955，p．16）より作成） 
 
表 1－6 と表 1－7 に示すように，陸上競技部の収支と全国高校陸上大会の収支は分けて
計算されていた．表 1－6の陸上競技部決算からみると，陸上競技部の収入は，前年度の繰







表 1－7 1954年第 7回全国高等学校陸上競技対校選手権大会歳入歳出予算書 
収入の部 支出の部 
高体連分担金 250,000円 事務費 552,000円 
（職員給料 52,500円，旅費 75,000円， 
賃金 4,500円，需要費 420,000円） 
補助金 1,400,000円（66％） 
（県補助 700,000円，市補助 700,000円） 
特別協賛費 250,000円 大会費 1,393,500円 
（旅費 390,000円，諸手当 65,000円， 





広告収入 15,000円） 予備費 174,500円 







































































第 1項 高等学校体育連盟の経費と役員 
まず，組織について，静岡県高体連は 1948（昭和 23）年 1月に，静岡県立静岡第一高等
学校長の間処武夫を会長に，教員の宮林武雄を理事長に，静岡県立静岡第一高等学校内で









































表 1－8 静岡県高等学校体育連盟 1952年度スケジュール（陸上競技） 
区分 期日 大会名 場所 
地区
大会 
5月中旬 各地区大会（東部，中部，西部） 各地区 
10月中旬 各地区大会（東部，中部，西部） 各地区 
2月上旬 各地区駅伝大会（東部，中部，西部） 各地区 
県下
大会 
5月 31日（土），6月 1日（日） 全国高校県予選（兼スポーツ祭） 草薙 
9月 27・28日（土，日） 県下高校対抗選手権大会（兼山静予選） 草薙 
9月 6日（土） 第七回国民体育大会県予選 草薙 
12月 7日（日） 第三回全国高校駅伝県予選  
2月中旬 富士・静岡駅伝大会  
県外
大会 
11月 8・9日（土，日） 山静大会 甲府 
7月 6日（日） 全国高校東海ブロック予選 岐阜市 
全国
大会 
8月 9・10日（土，日） 全国高校陸上競技対抗選手権大会 松本市 
12月 26日（金） 第三回全国高校駅伝 大阪 



























































表 1－9 1953年度高等学校体育連盟各種目別大会開催予定数 
 地区大会数 県下大会数 県外大会数 全国大会数 種目大会数 
1 陸 上 競 技 部 3 5 3 4 15 
2 水 上 競 技 部 2 1 2 2 7 
3 排 球 部 3 3 2 2 10 
4 籠 球 部 3 3 2 2 10 
5 軟 式 庭 球 部 3 3 3 3 12 
6 卓 球 部 3 3 2 2 10 
7 蹴 球 部 3 4 2 2 11 
8 送 球 部 2 4 2 2 10 
9 ラ グ ビ ー 部 1 5 2 2 10 
10 体 操 部 1 4 2 2 10 
11 相 撲 部 1 3 2 2 8 
12 軟 式 野 球 部 1 3 2 1 7 
13 バドミントン部 1 4 2 2 9 
14 柔 道 部 2 3 2 2 9 
15 ソフトボール部 2 3 2 2 9 
16 漕 艇 部 0 1 0 0 1 
17 山 岳 部 0 0 0 0 0 














































































































































第 1項 全国高等学校野球連盟の成立と全国高等学校野球選手権大会の開催 
全国高等学校野球選手権大会（以下「甲子園大会」と略す）は，戦後から始まったもの
ではなく，戦前から全国（旧制）中等学校優勝野球大会として，朝日新聞社によって主催
されていた．1915（大正 4）年 7 月 1 日に，朝日新聞社は全国（旧制）中等学校優勝野球
大会を主催するという社告を発し，同年 8月 18日に大阪府の豊中グラウンドで第 1回全国
中等学校優勝野球大会を開催した． 
1917（大正 6）年の第 3回大会で会場が兵庫県の鳴尾球場に変更され，さらに 1924（大
正 13）年の第 10回大会で阪神甲子園球場に変更された．1940（昭和 15）年まで，26回の
















1946（昭和 21）年 1 月 21 日に，朝日新聞紙面に「全国中等学校優勝野球大会，今夏か















が審議された．大会は戦前の回数を受け継いで，第 28 回大会として 8月 15 日より 7 日間
京阪神急行電鉄沿線西宮球場で挙行すること，19地区で第 1次と第 2次予選を行うこと，
試合は全部トーナメント法により進めること，などの事項が決定された（朝日新聞，1946















































































































では，未報告の県を除いた 37 県の内，高体連のみが管理していた県が 10 県，高野連のみ
























園大会では，朝日新聞社から 148万 5989円 70銭（現在の 1125万 7498円に相当）の補助
金があったが，座席券の収入だけで 921万 6812円 50銭（現在の 6982万 4337円に相当）
に上回て，全国大会の会費 651万 5885円 50銭（現在の 4936万 2769円に相当）を全部賄
えただけでなく，地方予選会の補助費 151万 1160円 60銭（現在の 1144万 8186円に相当）
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もカバーした上で，42万 615円 6銭（現在の 318万 6478円に相当）の余剰金があった（朝

























1948（昭和 23）年 12月 15日の朝日新聞では，高体連について「各県の体育事務官が中
心となって横に連絡し，高校の一切の運動競技を運営しようとのネライで出来た団体であ
る」（朝日新聞，1948年 12月 15日付東京朝刊）との記事が載っており，高体連が野球の
競技会を主催する件についても，1949（昭和 24）年 3 月 26 日のアサヒスポーツでは，朝
日新聞社と全国高野連の関係者（注 12）の「高校野球を“官僚統制”：大会を高体連にやらせる





















































第 3項 東京都高等学校野球連盟の結成 









































東京都高野連の結成式は 7 月 4 日に日本大学第三高等学校で行われ，東京都高体連野球


























































































第 1項 体育振興委員会の答申からの検討 










日新聞，1948年 2月 1日付東京朝刊）．同年 2月 17日に第 1回総会が開かれ，12月末ま






































24）年 2 月 1 日に「学徒の対外試合について」が再通知された．その内容は以下の通りで
ある． 
 






































1949（昭和 24）年 5 月 31 日，日体協の清瀬三郎理事長，浅野均一，小川勝次両常務理
事が全国高体連会長細川潤一郎と懇談し，全国高体連は地方においても全面的に競技団体















































































































第 3項 学徒スポーツ審議委員会の結成 
戦時下，文部省の外郭団体として設立した学徒スポーツの統制団体である大日本学徒体




 1950（昭和 25）年 5 月 24 日に，日体協と文部省，各大学関係者，大学体育研究会，全
国高体連等の関係方面と協議し，審議機関を組織することを決議した．そして，6 月 28 日
の日体協理事会で，日体協内の専門委員会として，学徒スポーツ審議機関を設立すること
が承認され，10月 18日の日体協評議員会で，学徒スポーツ審議機関の設置が決定された． 
















「（イ）文部省  4名 
（ロ）大学の部 42名（内訳：東京 10名，近畿 5名，他の八地区各 3名，女子 3名） 
（ハ）競技団体 31名（団体 1名各宛） 
（二）体育協会 16名 
（ホ）高体連（中小を含む）  8名 
（へ）スポーツ医事  5名 
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 つづいて，同年 11 月 25 日の夕方，学徒スポーツ審議委員会の大学側の委員の選出方法
















   常任委員：清瀬三郎，栗本義彦，松澤一島，北島忠治（以上体協）」 
        竹之下休蔵，西田泰介，佐々木吉蔵（以上文部省） 
        近藤天，畑龍雄，田中宗夫（以上競技団体） 

























第 4項 「学徒スポーツ（対外競技）について」の制定 


















































































































































































































第 1章 注釈 
 
注 1）民間情報教育局 （Civil Information and Education Section）は，連合国軍最高司令
官総司令部の部局の 1つとして，戦後日本の教育全般・各種メディア・芸術・宗教等，
教育及び文化に関する諸改革を指導・監督し，その後占領行政の進行に伴う数度の組











た．戦前の 5 年制の旧制中等学校は 3 年制の新制中学校と 3 年制の新制高等学校に分
けられる． 
 











が設立する 1948（昭和 23）年の名称である静岡県立静岡第一高等学校を用いる． 
 
注 6）群馬県立前橋高等学校は 1879（明治 12年）6月群馬師範学校内に群馬県中学校とし
て開設，1886（明治 19）年 9月，中学校令発布により群馬県尋常中学校となり，1901





注 7）新潟県立新潟高等学校は，1892（明治 25）年 7月 1日に新潟県尋常中学校として創










設定することにより，1947（昭和 22）年から 2017（平成 29）年までの物価水準を一






















注 12）懇談会の内容から，朝日新聞社と全国高野連の関係者であると推測できる．  
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米国教育使節団（1946）聯合国軍最高司令部に提出されたる米国教育使節団報告書（文部










群馬県高等学校体育連盟（1951b）昭和 25 年度各都道府県高体連実態調査集計表其の 1：
職名に関する調査．群馬県高体連機関誌「高校の体育」，1：6． 






































































































































  昭和二十三年三月二十日                  文部省体育局長 


































【第 1章 章末資料②】 
 










 日 本 体 育 協 会 理 事   浅 野 均 一  
 文 部 省 体 育 局 長   東 俊 郎  
 日 本 体 育 協 会 長   東 龍 太 郎  
 慶 応 義 塾 大 学 教 授   石 丸 重 治  
 早 稲 田 大 学 教 授   伊 知 地 純 正  
 文 部 省 教 育 施 設 局 長   伊 藤 日 出 登  
 日 本 学 校 衛 生 会 理 事 長   岩 原 拓  
 東 京 大 学 教 授   内 村 祐 之  
 東 京 体 育 専 門 学 校 長   大 谷 武 一  
 日 本 学 生 野 球 協 会 理 事   藤 田 信 男  
 東 京 大 学 教 授   菊 井 維 大  
 日 本 体 育 協 会 理 事 長   清 瀬 三 郎  
 日 本 オ リ ン ピ ッ ク 協 会 理 事 長   澤 田 一 郎  
 東 京 大 学 教 授   辰 野 隆  
 日 本 体 育 協 会 理 事   田 畑 政 治  
 東 京 高 等 師 範 学 校 教 授   野 口 源 三 郎  
 全 国 体 育 主 事 協 会 理 事 長   濱 田 義 明  
 東 京 芝 浦 電 気 株 式 会 社 総 務 部 長   藤 田 重 次 郎  
 静 岡 市 立 長 田 南 中 学 校 教 諭   三 浦 ヒ ロ  
 東 京 文 理 科 大 学 長   務 台 理 作  
 文 部 省 嘱 託   村 岡 花 子  




 体 育 局 体 育 課 長   平 野 出 見  
 体 育 局 振 興 課 長   栗 本 義 彦  
 体 育 局 学 徒 厚 生 課 長   前 田 充 明  
 体 育 局 保 健 課 長   新 井 英 夫  




 文 部 事 務 官 （ 体 育 課 ）   野 村 賓 作  
 文 部 事 務 官 （ 体 育 課 ）   櫻 井 安 二  
 文 部 事 務 官 （ 体 育 課 ）   佐 原 忠 太  
 文 部 事 務 官 （ 振 興 課 ）   谷 口 健 一  
 文 部 事 務 官 （ 学 徒 厚 生 課 ）   及 川 信 次 郎  






























第 1項 1954年の対外競技基準の改訂 
 はじめに，本項では，1954（昭和 29）年対外競技基準が改訂に至った経緯について検討
し，同年に新たに通達された対外競技基準（S29）に改訂された点について確認していく． 
 1949（昭和 24）年 8月に，東京少年野球大会が東京防犯協会連合会と東京都教育庁の主
催，警視庁と読売新聞社の後援のもと開催された．少年野球が盛んであることに注目した
警察関係者は，犯罪防止の目的から全国大会を開催することを計画した．そして，大会主






発し，5 月 2 日の新聞紙面に全日本少年野球大会を行う社告を出した（読売新聞，1950 年
3 月 28 日付朝刊；読売新聞，1950 年 5 月 2 日付朝刊）．そして 8 月に，東京防犯協会連




































































































































































































































































































第 1項 1957年の対外競技基準の改訂 
 本項では，1957（昭和 32）年の対外競技基準が改訂に至った経緯について検討し，その
改正点を確認していく． 






















 しかし，その直後の 6 月 24 日に，朝日新聞社は「本年度から朝日新聞社も第 30 回大会
（昭和 23）年以前と同様主催者の列に復帰し，責任の所在を明らかにして大会遂行に当た




































































 そして，1957（昭和 32）年 3月 20日の保健体育審議会総会で，上記の内容が承認され，
30日で文部大臣に答申がなされた．答申を受けた文部省では，関係局課が協議検討の結果，



























第 2項 高等学校スポーツ中央審議会の発足 


















































そして，1957（昭和 32）年 6月 11日に，第 1回高等学校スポーツ中央審議会が開かれ，
17 名の委員が選ばれ，委員長は全国高校長協会会長の小松直之，副会長は全国高体連理事
長の高田通であった．17 名の委員は表 2－1 に示したように，全国高校長協会から 4 名，










表 2－1 1957年高等学校スポーツ中央審議会委員名簿 





両角英運 全国高校長協会 （常務理事） 東京都立九段高校校長 
石田壮吉 全国高校長協会 （常務理事） 東京都立第五商業高校校長 
田中賢 全国高校長協会 （常務理事） 宝仙学園高校校長 
高田通 全国高体連 （理事長） 埼玉県立浦和西高校校長 
佐藤秀三郎 全国高体連 （常務理事） 神奈川県立平沼高校校長 
高崎米吉 全国高体連 （常務理事） 保善高校校長 
諸川芳雄 全国高体連 （理事） 千葉県高体連会長 
佐伯達夫 全国高野連 （副会長） 大阪府社会教育委員 
東俊郎 日本体育協会 （専務理事） 国体総務主事 
田畑政治 日本体育協会 （専務理事） 日本オリンピック委員会総務主事 
浅野均一 日本体育協会 （理事） 陸連理事長 
竹田恒徳 日本体育協会 （理事） 日本スケート連盟会長 
久富達夫 日本体育協会 （理事） 日本柔道連盟常任理事 
鶴岡英吉 学識経験者 東京教育大学教授 
平野出見 学識経験者 横浜大学事務局長 
保坂周助 学識経験者 神奈川教育委員会保健体育課長 























表 2－2 第 9回全国高等学校駅伝競走大会会計 
収入 支出 
毎日新聞社補助金 999,686円（92.4％） 選手役員旅費 457,220円 
全国高体連交付金 80,000円 接待費 23,300円 
雑収入 2,314円 参加章・表彰費 97,035円 
  競技用品，雑品費 84,259円 
  コース測量諸費 11,000円 
  会議費 55,954円 
  印刷費 117,920円 
  通信費 18,949円 
  食費 61,503円 
  自動車代 134,360円 
  医務費 5,500円 
  指導者会費 8,000円 
  雑費 7,000円 
合計 1,082,000円 合計 1,082,000円 
（『高校陸上年鑑第 6号』（全国高等学校体育連盟陸上競技部，1959，p．125）より作成） 
 
表 2－2で示したように，1958（昭和 33）年 12月 28日で行われた第 9回全国高等学校
駅伝競走大会の会計では，大会経費の 108万 2000 円（現在の 621万 3771円に相当）のう















第 3項 毎日新聞社の競技会共催に対する全国高等学校体育連盟の対応 

















満場一致で決定した．1957（昭和 32）年 10月 18日の高等学校スポーツ中央審議会で，全
国高等学校駅伝競走大会と全国高等学校東西対抗陸上競技大会の毎日新聞社との共催が可
決されたこと，そして，同年 11 月 30 日の全国高体連理事会で全国高体連陸上競技部が上
記の 3 つの条件を提案したことから，全国高等学校駅伝競走大会と全国高等学校東西対抗
陸上競技大会の両大会は，この 3つの条件をすべて達成できたものと推測できよう． 












































 また，1958（昭和 33）年 12 月 2 日の全国高体連理事会で，文部省が高校の各種目全国
【第 2章】 
113 
















第 1項 スポーツ振興審議会の設置と答申 
 まず，オリンピック体制の確立に向けての行政上の整備が整えられた経緯について明ら
かにする．そのために本項では，スポーツ振興審議会の設置について検討する． 




















































（『体協時報 59号』（日本体育協会編，1957b），『新体育 27巻 4号』（日本体育指導
者連盟編，1957）を参考に筆者作成） 
 
つづいて，1957（昭和 32）年 3 月 18 日第 1 回スポーツ振興審議会が開催され，内閣総
理大臣より「スポーツの国民一般に対する普及振興並びにその国際交換を促進するための





















和 32）年 3 月 22 日に日体協も衆議院・参議院の両議院関係議員に社会教育法改正の陳情
書を送付して，了解を求めた（日本体育協会編，1957c）．4 月 17 日に，この社会教育法
改正法律案は衆議院の審議を通過し，26 日に参議院の審議をも通過して，5 月 2 日に公布
された．これにより，日体協に国庫補助金が交付される道が開かれ，1957（昭和 32）年度
では日体協に国庫補助金 1000 万円（現在の 5742 万 8571 円に相当）が交付されることと
なった（日本体育協会編，1957d）． 







デーの実施等の施策に着手していた．1957（昭和 32）年 10月に第 18回オリンピック大会


















表 2－4 1958年文部省体育局体育課及び運動競技課役員表 







































第 2項 「スポーツ振興法」の制定 


































1959（昭和 34）年 5月 26日の国際オリンピック委員会総会において，第 18回オリンピ
ック大会が東京で開催することが決定され，一層スポーツ振興法の制定を促した．国会議
員のスポーツに対する関心も高まり，超党派（注 2）によるスポーツ振興国会議員懇談会が
1959（昭和 34）年 6月 26日に結成され，スポーツ振興法の議員による立法が議論されて






























































第 3項 東京オリンピック選手強化対策本部の設置 
1959（昭和 34）年 4月，文部省はオリンピック大会の東京開催が実現するか否かに関わ



















































1961（昭和 36）年 3月 2日に，各都道府県選手強化担当者と選強本部との懇談会が開催さ
れ，選強本部から以下のような要請事項を出された． 
 
  「①加盟地方団体内に選手強化組織を結成するよう努力願いたい． 
   ②都道府県に強化予算を組ませ，強化に役立つよう努力願いたい． 
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   ③都道府県にトレーニング・センターを建設整備するよう努力願いたい． 
    ④中央競技団体の計画する選手強化合宿，講習会などが貴協会管下で行われる場
合，その開催実施に協力願いたい． 
    ⑤中央競技団体の計画する選手強化合宿，講習会などが貴地方の選手（指導者，
コーチも併せて）の参加が容易になるよう配慮願いたい． 





























第 1項 全国高等学校体育連盟に対する国庫補助金の交付 
 本項では，オリンピック体制が確立する過程において，スポーツ団体への補助が行われ
る中，全国高体連への国庫補助金の交付について検討する． 
 前節の第 1 項で示したように，スポーツ振興審議会の設置とともに，社会教育法の改正
により，日体協に対し 1000 万円（現在の 5742 万 8571 円に相当）の国庫補助金が交付さ














井，1959）．表 2－5に示すように，1959（昭和 34）年度から新たに高校の全国大会に 220

















































競技技術研究費補助金 5,100,000円 0円 
競技団体選手強化のため
の経費補助 


























まず，全国高体連の決算と比較する．1958（昭和 33）年 5 月 26 日の全国高体連理事会
で，1957（昭和 32）年度の全国高体連決算が報告された．1957（昭和 32）年度の全国高
体連収入は 101万 7949円（現在の 584万 5935円に相当）で，支出は 101万 1669円（現




表 2－6 1958年度全国高等学校体育連盟収支予算表 
収入の部 支出の部 
前年度繰越金  6,280円 全国高体連運営費 256280円（27％） 









また，同理事会で全国高体連の 1958（昭和 33）年度の予算は，表 2－6に示したように，
95 万 6280 円（現在の 549 万 1779 円に相当）に計上され，そのうち，23 の競技専門部に
交付する運営費が 34万 5000円（現在の 198万 1285円に相当）であり，その 23競技の全






そして，34万 5000円（現在の 198万 1285円に相当）の競技専門部運営費のうち，全国
高体連陸上競技部は特別に 4 万円（現在の 22 万 9714 円に相当）が交付された．他の 22
の競技専門部に交付した金額は不明であったが，仮に残りの 30 万 5000 円を均等割にした
場合，1 競技専門部当たりで 1 万 3800 円（現在の 7 万 9251 円に相当）程度の運営費しか
交付されないことになる．23競技の全国大会開催に対する補助費の 35万 5000円（現在の
203 万 8714 円に相当）の配分は，史料の限界上確認できなかったものの，仮にそれを 23





国大会の開催に対する補助であった．この 220万円（現在の 1263万 4285円に相当）の配




大会の開催に対する補助費と比較すると，8万 8000円（現在の 50万 5371円に相当）の国
庫補助金はかなり多いといえるだろう．しかし，全国大会開催の全費用と比較すると，陸
上競技を例に，第 1 章の表 1－7 で示したように，1959（昭和 34）年より 5 年前の 1954
（昭和 29）年度の第 7 回全国高校陸上大会の経費は 212 万円（現在の 1245 万 9649 円に





1960（昭和 35）年には，国庫補助金が 400 万円（現在の 2196 万 7213 円に相当）に増











第 2項 全国高等学校体育連盟による「国際競技参加基準」の制定 
 本項では，スポーツの国際交流が促進される中，全国高体連によって制定された「国際
競技参加基準」について検討する． 
1957（昭和 32）年 6 月 14 日のスポーツ振興審議会の答申により，オリンピック大会を
東京に招致することと国際競技会の招致とこれへの参加に関する促進と助成が答申され，
同年 10月に第 18回オリンピック大会の東京招致に関する決議が国会を通過した．そして，








年 5月 10日の全国高体連理事会で，全国高体連の規約の一部を変更し，「第 4条第 3項に
『高等学校スポーツの国際交流』の項を設ける」（東京都高等学校体育連盟編，1960，p．
116）ことが決議された． 
つづいて，1959（昭和 34）年 5月 31日，1957（昭和 32）年に発足した高等学校スポー
ツ中央審議会の委員の任期（注 7）が満了したため，表 2－7に示すように，各団体から新たに


















表 2－7 1959年高等学校スポーツ中央審議会委員名簿 





石田壮吉 全国高校長協会 （常務理事） 東京都立第五商業高校校長 
田中賢 全国高校長協会 （常務理事） 宝仙学園高校校長 
石田俊徳 全国高校長協会 （監事） 東京都立戸山高校校長 









佐伯達夫 全国高野連 （副会長） 大阪府社会教育委員 
竹田恒徳 日本体育協会 （会長代理） 日本スケート連盟会長 
東俊郎 日本体育協会 （理事） 国体総務主事 
田畑政治 日本体育協会 （理事） オリンピック総務主事 





鶴岡英吉 学識経験者 東京教育大学 
平野出見 学識経験者 横浜大学事務局長 









































第 3項 1961年の対外競技基準の改訂 



































































































第 4項 競技団体の選手強化策と全国高等学校体育連盟競技専門部の対応 











































































































表 2－8 （日本陸上競技連盟）オリンピック東京大会強化指導本部委員一覧表 
 氏名 所属 








































































表 2－9 1961年度全国高等学校体育連盟陸上競技部歳入歳出決算書 
収入 支出 
昭和 35年度繰越金 42,735円 本部旅費 21,600円 
昭和 35年度本部交付金 40,000円 常任委員会費 79,580円 
昭和 36年度特別会計繰入金 50,000円 委員会費 23,500円 
ベースボールマガジン社寄付 50,000円 東西対抗雑費 12,300円 
混成競技採点表税収金 375,000円 全国駅伝雑費 7,800円 
預金利子 156円 指導者協議会費 13,600円 
日本陸連第一交付金 750,000円（77％） 選手合宿強化費 63,200円 
  インターハイ雑費 23,340円 
  20傑表，バッジ代 18,500円 
  ブロック選手強化補助 650,800円（69％） 
  陸連連絡費 4,000円 
  印刷，文具費 10,820円 
  通信費その他 6,921円 
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日本体育協会（1959c）第 24回理事会議事録．12月 16日付． 
日本体育協会（1960）第 17回理事会議事録．12月 21日付． 
日本体育協会（1961a）第 22回理事会議事録．3月 15日付． 















































03819610615138.htm，（参照日 2019年 7月 1日）． 
衆議院本会議（1960）衆議院会議録 第 23号．4月 19日付． 

















読売新聞（1950a）3月 28日付 朝刊． 
読売新聞（1950b）5月 2日付 朝刊． 













































































  ①地方大会，全国大会への参加は生徒一人につきそれぞれ年一回程度とする． 








  ①主催団体は，その団体の地域外に参加者の範囲を拡大することはできない． 
  ②学校体育スポーツ団体はその加盟校のみを対象とする．したがって上級学校および
学生競技団体は，下級学校の競技会を主催することができない． 
  ③同種目，同範囲の大会は，関係団体の共同主催で行うことが望ましい． 



























（1）共催  イ 当該競技の全国的統括団体 
      ロ 開催地の関係機関及び団体 
（2）後援  関係機関及び諸団体 



























































昭和 32年 5月 15日付文初中等 
第 249号，文部事務次官通達 
 
































































    この場合において教育関係団体，教育関係機関および自主的に構成される審議機
関はつぎのとおりとする． 





    イ 教育関係機関とは，文部省，教育委員会等の教育行政機関をいう． 
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文体体第 139号 





各国立高等学校長     殿 





































































   ア 国外で行われる国際的競技会に参加させようとする場合は，文部省に協議する
ものとする． 





   ア 小学校の連合運動会は，関係の学校または教育委員会（以下「教育機関」とい
う．）が主催するものとする． 
   イ 中学校の競技会は，教育機関もしくは学校体育団体の主催またはこれらと関係
競技団体との共同主催とする． 










































3． 4団体の代表者（各 1名）を陸連の加盟団体長会議の構成員とする． 




  （1）競技者資格の認定は 4団体で行うが，アマチュア競技者登記はすべて現住地，ま
たは出生地，あるいは勤務地または学校所在地の陸連加盟団体に対して行う． 
 （2）4団体の競技者の国際アマチュア資格についての認証は陸連が行う． 
 この協定書は 5通作成し，各 1通を 5者間に保存する．協定書は 5者調印完了をもって
有効とし，誠実に履行することを相互に確約する．5者間の一に協定書の変更を必要とする
事態を生じた場合は，5者協議してこれを決める． 
































第 1項 全国高等学校総合体育大会の開催に対する日本放送協会の後援 
第 2章で述べたように，1954（昭和 29）年 4月の全国高体連理事会で，高校の全国大会








































いて，NHK は 260 万円（現在の 1274 万 6341 円に相当）の補助金を出していたことが確
認できる（日本陸上競技連盟編，1962a）．また，オリンピック体制が確立する中，NHK
も日体協に協力し，1960（昭和 35）年 4 月から，NHK の第 2 放送を通じて「スポーツ科
学教室」の講座を全国的に放送していた（日本体育協会，1960）．そこで今回，1961（昭



















































しかし，1962（昭和 37）年 10 月，全国高体連は，国体開催中の岡山市で全国委員会を
開き，1963（昭和 38）年は新潟県が中心に高校総体を行うことを内定した（毎日新聞，1962












第 2項 全国高等学校総合体育大会趣意書の制定 
 1962（昭和 37）年 11 月 1 日の陸連常務理事会で，全国高体連陸上競技部事務局長の原






































表 3－1 第 1回から第 20回までの国民体育大会参加人員一覧表 
回 年 開  催  地 参加人員（役員含む） 
1 1946 京 都 ・ 大 阪 6,117 
2 1947 石 川 14,266 
3 1948 福 岡 22,500 
4 1949 東 京 16,813 
5 1950 愛 知 19,499 
6 1951 広 島 17,840 
7 1952 福 島 ・ 宮 城 ・ 山 形 23,434 
8 1953 愛媛・香川・徳島・高知 24,614 
9 1954 北 海 道 16,300 
10 1955 神 奈 川 18,974 
11 1956 兵 庫 17,979 
12 1957 静 岡 19,016 
13 1958 富 山 19,380 
14 1959 東 京 20,962 
15 1960 熊 本 20,438 
16 1961 秋 田 ・ 福 島 ・ 宮 城 20,574 
17 1962 岡 山 22,512 
18 1963 山 口 22,942 
19 1964 新 潟 19,117 




一方で，国体の参加人員について，表 3－1に示したように，1965（昭和 40）年の第 20
回国体まで，国体の参加人員が最も多いのは 1953（昭和 28）年の 24,614 人で，最も少な
いのは 1946（昭和 21）年の 6,117人と 1947（昭和 22）年の 14,266人であった． 
また，1965（昭和 40）年の第 20回国体の開催費用は，1965（昭和 40）年度のみ（開催
までの準備期間の費用は含まず）で，国民体育大会費 3 億 5350 万 9000 円（現在の 14 億
5010万 8346円に相当），実行委員会費 2億 933万 7000円（現在の 8億 5870万 8918円
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に相当），関連事業費 4億 8188万 5000円（現在の 19億 7671万 1938円に相当），計 10
億 4473 万 1000 円（現在の 42 億 8552 万 9204 円に相当）の経費がかかっていた（第 20
回国民体育大会岐阜県実行委員会事務局編，1966）．実行委員会費の一部として，開催準


















1962（昭和 37）年 12月 7日の全国高体連理事会において，1963（昭和 38）年夏に行わ








































































































第 3項 開催地新潟県での全国高等学校総合体育大会への準備 
 高校総体を開催することについて，全国高体連は日体協に何の報告もしていないが，陸
連での報告が新聞に載って，日体協や文部省の耳にも届いた． 












































































































については改めて式典準備委員会を組織して，NHK より 75 万余円（現在の 339 万 5270
円に相当）の予算をもって開催することとなった（新潟県高等学校体育連盟，1963）．そ
して，NHKからの補助金は，NHKの役員変更等もあって，2499万 6000円（現在の 1億
1315万 7568円）となっていた．各競技への補助金配分は表 3－4に示した通りであった． 
 
表 3－4 1963年度全国高等学校体育大会経費と NHK補助金種目別分配表（単位：円） 
競技種目 大会経費 NHK補助金 競技種目 大会経費 NHK補助金 
陸上 3,625,000 2,247,000 漕艇 1,186,520 623,000 
体操 2,109,000 1,340,000 剣道 1,692,200 780,000 
水泳 2,377,000 1,206,000 レスリング 1,044,900 649,000 
バスケット 2,668,260 1,293,000 弓道 1,097,700 704,000 
バレー 2,769,100 1,648,000 テニス 1,958,800 1,186,000 
卓球 1,193,700 670,000 登山 1,249,100 812,000 
軟式テニス 1,908,800 1,403,000 自転車 1,508,900 872,000 
ハンドボール 1,335,000 960,000 ボクシング 1,102,740 726,000 
バドミントン 1,214,500 871,000 ホッケー 899,220 622,000 
ソフトボール 624,186 530,000 重量挙げ 887,520 589,000 
柔道 1,574,200 936,000 ヨット 1,232,920 728,000 
スキー 2,810,000 1,838,000 フェンシング 1,400,580 732,000 
スケート 1,759,000 1,031,000 合計 41,228,846 24,996,000
（60.6％） 
（朝日新聞，1963年 5月 22日付東京朝刊より作成） 
 
 全体から見て，25 競技の大会経費の合計は 4122 万 8846 円（現在の 1 億 8664 万 4100
円に相当），NHK からの補助金は 2499 万 6000 円（現在の 1 億 1315 万 7568 円に相当）
であった．つまり，NHKからの補助金が 25競技の大会経費合計の 60.6％を賄っていた． 
各競技ごとに見ても，NHKの補助金が各競技の大会経費の半分以上をカバーしていたこ























第 1項 全国高等学校総合体育大会の開催に対する各方面の反響 
 本項では，朝日新聞の記事を手掛かりに，全国高体連の高校総体の開催に対して，各関
係団体の役員の態度について確認していく． 
1963（昭和 38）年 5 月 21 日，全国高体連理事会が東京の全国都市会館で開かれ，全国


































































































（朝日新聞，1963 年 5 月 22 日付東京朝刊）と述べ，高校総体の開催は全国高体連が日体
協と交渉すべきと考えていた．また，青木半治理事長は正式な話がなかったと語っていた









第 2項 全国高等学校体育連盟と日本体育協会との交渉 
 前項で述べたように，高校総体の実施を決定した全国高体連は各関係団体に報告並びに




（朝日新聞，1963 年 5 月 26 日付東京朝刊）と挨拶したのに対し，陸連理事長の青木半治
は「これまでの全国高校陸上大会と今度の大会とは全然内容が異なる．したがってこれま
で通りの後援はできないと思う．またこの後援問題については高体連と体協との話し合い








































お互いに理解できるようもっていきたい」（朝日新聞，1963 年 5 月 30 日付東京朝刊）と
述べていた． 














































 その後 6月 24日に全国高体連と日体協と懇談し，全国高体連から「これまでのように全
国各地域でバラバラにやっていたのに比べると，同時期に一定地域に集めてやる総合大会
の形の方が，学校側の指導強化という面から見ても便利だし効果も大きい」（朝日新聞，
1963 年 6 月 25 日付東京朝刊）との説明に対し，日体協は「本年は従来通りやり，今後十
分検討し，各競技団体とももっとよく話し合った上で明年から実施する方がよい」（朝日










つかの曲折が避けられないと見られていた（朝日新聞，1963 年 6 月 26 日付東京朝刊；日
本体育協会，1963c）． 
 そして，6 月 27 日の日体協理事会では，東俊郎理事から 1963（昭和 38）年度の大会は
従来通りとし，総合大会の開催は 1964（昭和 39）年に持ち越すことを全国高体連に要望し
たことが報告され，これに基づいて審議した結果，日体協は今後とも積極的に事態の収拾
に努力し， 1964（昭和 39）年度以降の大会については，日体協，文部省，全国高体連の 3
者で十分話し合いを行なって進める方針を確認した（朝日新聞，1963 年 6 月 28 日付東京
朝刊；日本体育協会，1963c）． 









































































































あるとして，7月 20日に改めて 2回目の連絡会議を開くこととした（読売新聞，1963年 7
月 13日付）．しかし，7月 20日の第 2回打ち合わせ会では，全国高体連は 1964（昭和 39）
年度に名古屋市を中心とする中部ブロックで初の全国総合体育大会を開きたいとの意向を
明らかにしたが，日体協は競技団体と十分連絡の上，意見をまとめると答えて閉会した（朝















第 3項 1963年全国高等学校体育大会の開催と競技団体からの批判 





に行われていた（新潟日報，1963年 8月 2日付）． 








































年 8 月 9 日付）と発言した．これに対し東俊郎委員長は「実際に大会を見ていないが，噂
では体協との話し合いと大きなくい違いがあったようだ．この会議は管轄外なので，この
問題の審議会に図って善処したい」（毎日新聞，1963年 8月 9日付）と答えた． 












































   しかしながらあの大会の開会式は，国体を模倣したもので，高体連の開会式がこれ
でよいかどうかという問題がございます．私はテレビを通じてこの開会式の模様をな
がめておりまして，まことに残念であったのでございます． 















 また，表 3－5 に示したように，1963（昭和 38）年の国庫補助金 500 万円と NHK から
の補助金 2499万 6000円で，合計 2999万 6000円（現在の 1億 3579万 2703円に相当）
が大会経費の 48％を賄っていた．そして，1963（昭和 38）年の都道府県と市町村の補助金
が 1231万 8940円，1962（昭和 37）年の 1842万 5722円と比べて， 610万 6782円（現
在の 2764 万 5567 円に相当）減っていた．1962（昭和 37）年度では都道府県と市町村の
補助金が大会経費の 38.3％を賄っていたが，1963（昭和 38）年度では 19.8％になっており，
競技会開催における開催地の経費負担が軽減されたことが確認できる． 













表 3－5 1963年度全国高等学校体育大会決算報告 （単位：円） 
収入の部 
項  目 1963（昭和 38）年度 1962（昭和 37）年度 比 較 増 減 
国 庫 補 助 金 5,000,000（8％） 5,000,000 0 
都 道 府 県 補 助 金 6,912,500（11.1％） 8,780,000（18.2％） 1,867,500 
市 町 村 補 助 金 5,406,440（8.7%） 9,645,722（20.1％） 4,239,282 
全国高体連負担金 24,996,000（40％） 0 24,996,000 
都道府県高体連負担金 1,266,297 1,812,000 545,703 
競 技 団 体 負 担 金 2,647,616 4,297,823 1,650,207 
参 加 料 2,278,660 2,109,550 169,110 
入 場 料 4,054,710 4,534,070 479,360 
寄 付 金 4,998,555 7,173,193 2,174,638 
雑 収 入 4,594,872 4,741,518 146,646 
計 62,155,650 48,093,876 14,061,774 
支出の部 
科  目 1963（昭和 38）年度 1962（昭和 37）年度 比 較 増 減 
諸 手 当 費 1,319,254 1,231,533 87,721 
諸 謝 金 費 2,822,851 1,603,165 1,219,686 
褒 賞 費 3,762,832 3,287,150 475,682 
旅 費 14,077,743 10,862,186 3,215,557 
消 耗 品 費 6,080,693 5,517,705 562,988 
賃 金 918,470 789,340 129,130 
印 刷 製 本 費 7,848,500 6,377,005 1,471,495 
光 熱 及 び 水 料 費 84,399 83,354 1,045 
通 信 運 搬 費 2,182,631 1,665,691 516,940 
借 料 及 び 損 料 費 4,186,145 2,415,937 1,770,208 
会 議 費 3,706,903 2,400,876 1,306,027 
食 糧 費 4,101,935 2,790,016 1,311,919 
備 品 費 2,370,484 546,448 1,824,036 
雑 費 5,976,735 5,054,140 922,595 
委 託 費 304,881 1,044,900 740,019 
施 設 費 2,411,194 2,424,430 13,236 































26日，4月 13日，4月 15日の 3回に渡る懇談会が陸連と全国高体連の間で開催された． 
 まず，3月 26日の第 1回懇談会では，陸連からは森田重利，北沢清，佐々木吉蔵，中村
清，小沢豊，鈴木明夫，安田誠克，井手口仁の 8 名の専務理事，全国高体連からは陸上競
技部副部長の大田博邦と事務局長の竹村博之が出席した．全国高体連側は総合大会がすで




日新聞，1964年 3月 27日付東京朝刊；日本陸上競技連盟編，1964）．1964（昭和 39）年






























れており，早急な解決を要するため，4月 13日に第 2回の懇談会が開かれた． 







しかし，3 月 26 日の第 1 回懇談会の時，すでに陸連内で 1963（昭和 38）年の大会は陸
連に正式な相談がなく突然開催されたこと，陸連を無視して競技会の準備が進められたこ
と，総合大会としての開会式を行わない約束が破られたこと等，全国高体連に強い不満の



















































第 2項 1964年全国高等学校体育大会の開催をめぐる交渉 
1963（昭和 38）年の体育大会が終わって，1963（昭和 38）年 10 月 21 日に全国高体連
と日体協との話し合いが行われ，全国高体連からは 1964（昭和 39）年の大会を全国高校総
合体育大会として，会期を 1964（昭和 39）年 7月 26日から 8月初旬とし，中部地域を会
場に，ラグビー，サッカー，駅伝，スキー，スケート等の冬季に開催する種目を除いた 25
種目を開催するとの説明があったが，日体協は各競技団体の意向を聞いたうえで，改めて




を決定した（毎日新聞，1963年 11月 13日付）． 














































日体協，文部省，競技団体，全国高体連の 4者主催の 2つの案を出した． 











 つづいて，4月 30日に，全国高体連，日体協，文部省の 3者打ち合わせが再度行われ，
日体協から下記の 3つの案が提案された． 
 
「第 1案 主催：体協，文部省．主管：実施競技団体，高体連． 
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第 2案 主催：体協，実施競技団体，文部省，高体連． 
   第 3案 主催：実施競技団体，高体連．後援：体協，文部省，NHK」 
（日本体育協会，1964c） 
 
 そして，3者協議した結果，全国高体連は第 3案で行くならば，1964（昭和 39）年度に
限り，「総合」の字句を削除するとの譲歩の意向が示された． 















































そして，1964（昭和 39）年 5 月 19 日，陸連と全国高体連との最終的な話し合いが行わ
れた．陸連側からは理事長の青木半治以下 5 名，全国高体連からは理事長の尾崎剛毅以下
人 2名が出席し，1964（昭和 39）年の大会について，「①全国高校陸上競技大会は高体連






















表 3－6 1964年度全国高等学校体育大会開催日程と場所一覧表 
種目 開催日時 開催場所 
陸  上 8月 6日～9日 大阪市（大阪府） 
体  操 8月 7日～9日 武生市（福井県） 
水  泳 8月 22日～25日 前橋市（群馬県） 
バスケットボール 7月 31日～8月 5日 静岡市（静岡県） 
バレーボール（男子） 8月 1日～4日 小松市（石川県） 
バレーボール（女子） 8月 1日～4日 名古屋市（愛知県） 
卓  球 8月 6日～9日 伊勢市（三重県） 
軟式テニス 8月 1日～6日 神戸市（兵庫県） 
ハンドボール 8月 2日～7日 上田市（長野県） 
バドミントン 8月 6日～10日 京都市（京都府） 
ソフトボール 8月 1日～4日 伊那市（長野県） 
柔  道 8月 1日～3日 伊勢市（三重県） 
漕  艇 8月 5日～7日 恵那市（岐阜県） 
剣  道 8月 7日～9日 静岡市（静岡県） 
レスリング 8月 1日～3日 西宮市（兵庫県） 
弓  道 8月 1日～3日 福井市（福井県） 
硬式テニス 8月 1日～8日 名古屋市（愛知県） 
自 転 車 8月 6日～9日 富山市（富山県） 
ボクシング 8月 5日～10日 多治見市（岐阜県） 
ホッケー 8月 1日～5日 名古屋市（愛知県） 
重量あげ 7月 31日～8月 2日 土岐市（岐阜県） 
ヨット 8月 7日～10日 鹿児島市（鹿児島県） 
フェンシング 8月 1日～4日 名古屋市（愛知県） 
登  山 8月 5日～9日 奈良県 
（朝日新聞，1964年 7月 25日付東京朝刊より作成） 
 
 このように，主会場の名古屋市で開催されたのは 4競技種目で，1963（昭和 38）年の主






表 3－7 1964年度全国高等学校体育大会「陸上競技」収支決算報告 （単位：円） 
収入 支出 
国庫補助金 363,000 諸手当費 116,110 
都道府県補助金 100,000（2.1％） 諸謝金費 520,120 
市町村補助金 50,000（1.1％） 褒賞費 346,500 
全国高体連負担金 2,186,000（47％） 旅費 512,927 
都道府県高体連負担金 100,000 消耗品費 286,228 
競技団体負担金 0 賃金 103,190 
参加料 101,100 印刷・製本費 1,842,400 
入場料 1,000,000 光熱水料費 17,000 
寄付金 0 通信・運搬費 81,557 
雑収入 720,461 借料及び損料費 121,620 
  会議費 74,850 
  食糧費 362,229 
  雑費 235,830 
合計 4,620,561 合計 4,620,561 
（『高校陸上年鑑第 12号』（全国高等学校体育連盟陸上競技部，1965，p．86-87）より作成） 
 
 また，1964（昭和 39）年の体育大会における陸上競技の収支決算書は表 3－7 に示した
ように，大会経費の 47％が全国高体連負担金の 218 万 6000 円（現在の 955 万 1869 円に
相当）によって賄われていた．そして，都道府県と市町村の補助金の 15 万円（現在の 65



































新聞，1964 年 7 月 25 日付東京朝刊）．このように，保健体育審議会の国民のスポーツ普
及・振興への意図が窺えよう． 





































































表 3－8 1965年度全国高等学校総合体育大会開催日程と場所一覧表 
種目 開催日時 開催場所 
陸  上 7月 31日～8月 3日 大分市（大分県） 
軟式テニス 8月 1日～6日 大分市（大分県） 
水  泳 8月 22日～25日 別府市（大分県） 
硬式テニス 8月 1日～2日 別府市（大分県） 
自 転 車 8月 1日～4日 別府市（大分県） 
フェンシング 8月 1日～4日 別府市（大分県） 
バレーボール（男子） 8月 5日～8日 臼杵市（大分県） 
ソフトボール 8月 1日～4日 竹田市（大分県） 
登  山 8月 5日～9日 竹田市（大分県） 
漕  艇 8月 5日～7日 日田市（大分県） 
レスリング 8月 5日～7日 佐伯市（大分県） 
ボクシング 8月 3日～8日 津久見市（大分県） 
重量あげ 8月 1日～3日 湯布院市（大分県） 
ホッケー 7月 31日～8月 4日 湯布院市（大分県） 
体  操 8月 6日～8日 宮崎市（宮崎県） 
弓  道 7月 31日～8月 2日 宮崎市（宮崎県） 
バスケットボール 7月 30日～8月 4日 長崎市（長崎県） 
卓  球 8月 5日～8日 長崎市（長崎県） 
バレーボール（女子） 8月 5日～8日 鹿児島市（鹿児島県） 
ヨット 8月 5日～8日 鹿児島市（鹿児島県） 
ハンドボール 8月 2日～7日 熊本市（熊本県） 
バドミントン 8月 2日～7日 熊本市（熊本県） 
柔  道 8月 2日～4日 熊本市（熊本県） 
剣  道 8月 8日～9日 佐賀市（佐賀県） 








































































































第 3章 注釈 
 
注 1）本章第 2節と第 3 節で詳細に検討するが，1963（昭和 38）年と 1964（昭和 39）に
全国高体連が高校総体を開催しようとしていたが，日体協との交渉した結果，「総合」
の文字がはずされ，大会は「全国高等学校体育大会」の名称で開催された．本研究で









注 3）日本漕艇協会は 1920（大正 9）年 6月に創立され，1998（平成 10）年に日本ボート
協会と名称を変更した．本研究においてボート競技を当時の名称である漕艇を用いる． 
 
注 4）郵政省は， 2001年（平成 13年）1月 5日まで存在した郵便事業全般及び電気通信・
電波・放送等の事業を取扱う日本の行政機関の一つである．2001 年（平成 13 年）1
月 6日に中央省庁再編の実施に伴い，郵政省が廃止された． 
 
注 5）1930（昭和 5）年に大日本バスケットボール協会が設立され，戦後 1945（昭和 20）
年，日本籠球協会として再発足し，1947（昭和 22）年に日本バスケットボール協会と
改名し，1976（昭和 51）年に法人化により，財団法人日本バスケットボール協会とな
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  イ．夏季大会（24種目） 




  ロ．冬季大会（5種目） 





























イ 委員会規程と委員会役員，ロ 大会有運営の予算および決算，ハ 競技施設の計
画，ニ 式典の方法，ホ 宿泊料金，ヘ 参加章およびポスターの図案，ト 高体







ついては前年の 3月 1日までに中央委員会に提出するものとする． 
   競技種目の実施要領に記載する内容は次のとおりとする． 
イ 実施期日，ロ 会場，ハ 競技規程と方法，ニ 参加資格，ホ 参加料，ヘ 参
加人員数（監督を含めた 1チームの人員），ト 申込方法，チ 申込様式 
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   イ 大会役員各 1部，ロ 都道府県選手団本部各 5部 
 （II）競技種目別プログラム 
イ 種目別競技団体（関係種目のみ）5 部，ロ 競技役員 1 部，ハ 都道府県選手
団本部各 2 部，ニ 各競技別監督 1 部，ホ 県代表総監督，監督 1 部，ヘ 参加






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 3節 今後の課題 
 本研究の最後に，今後の課題について言及していく．ここでは，本研究から，よりミク
ロな視点に立った際に浮かび上がる課題 1 点と，よりマクロな視点に立った際に浮かび上













































































令和元年 7月 1日 
金 暉 
